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１．はじめに 

 

行政機関では，社会資本ストックの増大と構造物

の老朽化による維持修繕費用の増加が大きな課題と

なっている．しかも，財政的・人的な制限も加わり，

維持管理の効率化が強く求められている1)． 

これらを実現する上で，構造物の状態を示すデー

タの合理的な活用は欠かせないものであり，これら

のデータを格納するためのデータベースを迅速かつ

安価に更新することは非常に重要である2)． 

筆者らは，平成１６年度より直轄事業で全面実施

となった電子納品のデータを用いて，維持管理用の

データベースを迅速に更新するシステムを構築した．

本稿では，その概要を報告する．  

 

２．CALS/ECと旧電子納品保管管理システム 

 

電子納品とは国土交通省による「公共事業支援統

合情報システム」（通称CALS/EC）の取り組みの一

つであり2001年より段階的に導入が進められてきた．

これは後工程での有効活用を目的に，調査・設計，

工事で発生する報告書，計算書，図面，写真等の成

果物を電子データ(CD-ROM)で納品するものである． 

また，電子納品運用開始当初より，電子納品デー

タの保管及び納品されるCD-ROMの管理を目的とし

た電子納品保管管理システム（以下，「旧保管管理

システム」と呼ぶ）の開発が進められてきた． 

 
図 1 電子納品のイメージ 

 

旧保管管理システムは，表 1に示される全ての電

子納品のデータのうち，「電子納品物管理ファイル」

をデータベース化し，「データ目録ファイル」及び

「成果品データ」の一部（報告書，工事完成図）を

サーバに格納するという形態で構築されている． 

また，電子納品媒体であるCD-ROMの保管場所情

報管理機能も付加され，大量な媒体の所在管理が行

える機能を併せて設けられている． 
 

表 1 電子納品媒体に格納されるファイル 
データ分類 概  要 

電子納品物 

管理ファイル 

工事・業務の基本情報（件名，工種，路線・

水系，距離，等）を記載したファイル． 

電子納品物1セットにつき，1ファイル． 

データ目録 

ファイル注1

格納されている成果品データの管理情報（格

納ファイルの名称等）を記載したファイル．

１テーマにつき，1ファイルを作成． 

成果品データ 

報告書，CAD図面，写真等のファイル．テー

マ毎に予め決められたフォルダ（例．報告書，

施工計画書，完成図，写真，打ち合わせ簿等）

に格納される 
*

*

（

F

*

（

注1：電子納品要領類では図面管理ファイル，写真管理ファイル等テ

ーマ毎に個別の名称があるが，ここでは分かりやすさのため「デ

ータ目録ファイル」と呼ぶ 
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務・工事を検索する，2)検索した調査・設計及び工

事のデータ目録を確認し，必要なデータを選択する，

3)サーバからダウンロードもしくはCD-ROMから，

必要データを取得する，4)取得したデータは利用者

が利用目的に応じて適宜，加工・分析して活用する， 

という流れを想定し開発されている(図2参照)． 

 
図 2 旧保管管理システムの利用イメージ 

 
３．新保管管理システム 

旧保管管理システムでは，維持管理データベース

に対し，どのデータを，如何に受け渡すかというこ

とが定められていなかった．そのため，維持管理デ

ータベースの更新時には，工事成果品の電子データ

が用いられることなく，別途でデータベース登録作

業が実施されていた． 

そこで，電子納品データを活用し，迅速にデータ

ベースを更新することを目指し，昨年度，国土技術

政策総合研究所及び九州地方整備局において，旧シ

ステムを改良し，新保管管理システムを構築した． 

 
図 3 新保管管理システムの画面イメージ 

新保管管理システム（図3）では，a)，b)，c)に示

す拡張機能が特徴的である． 

a) 電子納品データを用いた道路管理データベース

システムの迅速な更新 

国土交通省の各地方整備局では，道路施設計画、

道路の維持管理、道路防災等の業務で必要な情報を

一括管理する道路管理データベースシステム「MIC

HI」を運用している． 

今回の改良では，MICHIのデータベースを迅速に

更新するための仕組みとして，保管管理システムに

データ連携用インタフェィスを設けるとともに，MI

CHIとのデータ受け渡し連携試験を実施した． 

本インタフェィスは，MICHIからデータ取得条件

を受信すると，条件に合致するMICHIデータを，MI

CHI側に送信するという仕組みで構築した（図 7を

参照）． 

 

図 4 データ連携用インタフェィスの適用イメージ 

 

MICHI側には，試行的に当該インタフェィスの仕

様に合わせたデータ取得要求を夜間等に定期的，自

動的に送信する仕組みを組み込んだ．この結果，図5

に示すように電子納品とほぼ同時にMICHIデータベ

ースを迅速に更新することができ，維持管理データ

を常時最新の状態を保つことが可能となった． 

 

 
図 5 新保管管理システムを利用したMICHI 

データベースの更新イメージ 
 



b) GISとのリンクによる地図上からのデータ検索 

旧保管管理システムは調査・設計業務及び工事に

おける納品の単位で，個別にデータの管理が行われ

ていた．そのため，関連する調査・設計・工事のデ

ータを取得するためには，検索で対象案件を絞った

上で，検索結果画面の内容（件名，路線名，工期等）

を目視で確認し，関連するファイルをひとつずつ取

得する必要があった． 

一方，元々の電子納品物管理データには調査，設

計及工事対象箇所の緯度経度情報が記述されている

が，当該データは，旧保管管理システムでは，全く

活用されていなかった．これらの緯度経度情報を用

い，地図上に電子納品データの保管状況を示すこと

で，利用者は必要なデータを直感的に判断できるこ

とが期待できる． 

そこで，新保管管理システムでは，電子納品デー

タに緯度経度データを記述した電子納品管理ファイ

ルを，国土技術政策総合研究所に設置されているW

EB GIS上に受け渡し，表示する仕組みを設けた． 

 
図 6 緯度経度情報のGISへの受け渡しイメージ 

 

 
図 7 電子納品情報のGISによる表示例 

 

 

 

また，地図上に表示した電子納品アイコンを，ク

リックすることで，電子納品データを取得できる仕

組みを設け，保管管理システムを用いたデータ検

索・データ取得の利便性向上を図った． 

 
図 8 電子納品情報とGIS間の相互リンク 

 

なお，新保管管理システムから，MICHI及び国土

技術政策研究所のWEB GISに対し，データの受け渡

しが行われているが，それぞれｱ)，ｲ)に示す通り，

異なるアプローチで実施している． 

ｱ) 夜間・週末等での一括受け渡し 

MICHIデータは図面，写真等容量が大きいデータ

を扱う．勤務時間帯に容量が大きなデータを通信回

線に流すと，他の業務に支障を与える可能性がある

ことから，大容量データは夜間・週末等業務時間外

に，一括登録する仕組みを採用した． 

ｲ) リアルタイムの受け渡し 

電子納品物管理データに記載された緯度経度情報

の妥当性の確認は地図上に表示して行う必要がある．

そのため，国土技術政策研究所のWEB GISとの連携

ではリアルタイムにデータを受け渡す仕組みを採用

した． 

 

c) 電子納品状況の全国集計機能 

新保管管理システムは，今後各地方整備局に配置

される予定であるが，2)の機能拡張により全国の電

子納品管理ファイルが国土技術政策総合研究所に集

約・蓄積されることを利用し，電子納品の登録状況

を，地方整備局別，及び事務所別に集計・表示する

機能を設けた． 

また，電子納品媒体に格納されたデータについて，

報告書，施工計画書，完成図，写真，打ち合わせ簿

等のテーマ毎の総ファイル数，総ファイル容量，最

大ファイル容量も併せて，蓄積・表示できる機能を

設け，電子納品の実施状況を統計的に把握できるも

のとした． 



 
図 9 電子納品実施状況集計画面 

 

４．考察 

旧保管管理システムが，電子納品データの保管庫

としての位置付けに留まっていたのに対し，新保管

管理システムでは，電子納品データを用いたMICHI

データベースの更新，国土技術政策研究所のWEB 

GISとの相互リンクが行えるものとなった． 

さらに，今回構築した連携インタフェィスは，MI

CHIや国土技術政策研究所のWEB GISに特化するこ

となく，汎用的に構築している．したがって，今後，

他のデータベースに対し，電子納品データを用いた

データ更新を行う際や，他のシステムとの相互リン

クを組み込む際は，柔軟かつ簡便に対応することが

可能である． 

 
図 10 新保管管理システムの適用範囲 

 

ただし，現在の電子納品の状況を見ると，紙時代

の納品物（報告書，図面，工事提出書類等）を，単

に電子化したものが多く，「電子納品＝紙書類を電

子化するもの」の構図で理解されている場合が多い．

既に運用中のデータベースが多数存在しているにも

関わらず，これらのデータベースと電子納品データ

が結びつけられていない． 

今回の取り組みは，新保管管理システムと既存の

データベース等を連携する仕組みの構築にとどまっ

ており，今後はこの仕組みの中を流通させるデータ

仕様に関する検討や，データベース更新を考慮した

電子納品方法の検討，標準化等の活動が必要である． 

このような取り組みを進めていくと，必ず電子納

品の要領・基準類の見直し・改訂が発生する．その

時に備え，新保管管理システムでは，新たにXMLデ

ータベース3)を採用し，要領・基準に伴うデータ定

義の変更に対しても，システムの更新が非常に柔軟

かつ安価に対応できるものとした． 

また，新保管管理システムは，今後自治体向けに

公開を予定しているが，自治体で導入する際にも，

柔軟なカスタマイズが行えるものとなっている． 

 

５．まとめ 

昨年度開発した新たな電子納品保管管理システム

では，格納された電子納品データを用いて，他のデ

ータベースを迅速，安価に更新するためのインタフ

ェィスを設けた．また，このインタフェィスを用い，

MICHIデータベースの更新，国土技術政策研究所の

WEB GISとの相互リンク，電子納品状況の全国集計

を行えるものとした． 

今後は，電子納品保管管理システムと連携させる

データベースの範囲を拡張しつつ，電子納品のデー

タ仕様に関する検討，電子納品方法の検討等を進め，

電子納品データの更なる活用を図っていく必要があ

る． 
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